
総務課

経理担当

6217

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B6
職員給与費 議会費 議会費 事務局費 給与費

職員の給与に関する条例 宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

 

３　地方財政措置の状況

　普通交付税（単位費用）

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

 

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
諸 収 入

決定額 584,235 24 584,211 △5,181

前年額 589,416 589,416

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

根 拠
法 令

　条例に基づき、職員に給与を支給する。

（１）給与費（一般職）　　575,315千円
（２）給与費（再任用）　　  8,920千円

（１）事業内容
　議会事務局の職員に給与を支給する。

（２）事業計画
　ア　計上人数　　　　　　　 66人　(H31：66人)
　イ　給料　　　　　　276,227千円　(H31：276,567千円)
　ウ　職員手当等　　　208,734千円　(H31：211,283千円)
　エ　共済費　　　　　 99,274千円　(H31：101,566千円)

前年との
対比

― 議会事務局 B6 ―



総務課

経理担当

6217

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B
職員給与費（会計年度任用職員） 議会費 議会費 事務局費 給与費

 宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

 

３　地方財政措置の状況

　普通交付税（単位費用）

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

 

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
諸 収 入

決定額 9,745 1,263 8,482 9,745

前年額 0 0

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

根 拠
法 令

　条例に基づき、議会事務局の会計年度任用職員に給与
を支給する。

（１）給与費（会計年度任用職員）9,745千円

　（１）事業内容
　　議会事務局の会計年度任用職員に給与を支給する。

　（２）事業計画
　　ア　計上人数　　３人（図書資料整理１人・議会史編さん２人）
　　イ　給料　　　　　　6,464千円
　　ウ　職員手当等　　　　701千円
　　エ　社会保険料　　　2,580千円

前年との
対比

― 議会事務局 B ―



総務課

経理担当

6217

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B3
事務局経費 議会費 議会費 事務局費 経常費

なし 宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
諸 収 入 県　債

決定額 89,244 250 88,994 △30,655

前年額 119,899 299 21,000 98,600

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

根 拠
法 令

　地方自治法に基づき設置されている県議会事務局の議
会活動補助に必要な経常経費。
（１）本会議速記・会議録作成業務委託　9,619千円
（２）議員控室接遇業務等委託         40,821千円
（３）経常費                         14,017千円
（４）会議録検索システムの運用        2,312千円
（５）その他事務費                   22,475千円

（１）事業内容
　　ア　本会議速記・会議録作成業務委託　本会議の速記、会議録の作成　　　 　　　　　　　　　　　　9,619千円
　　イ　議員控室接遇業務等委託　　　　　議員控室接遇業務、議事堂警備受付業務　  　　　　　　　　40,821千円
　　ウ　経常費　　　　　　　　　　　　　旅費、食糧費、消耗品費、印刷製本費、光熱水費、通信費等　14,017千円
　　エ　会議録検索システムの運用　　　　データベース入力、システム利用料　　   　　　　　　　　　2,312千円
　　オ　その他事務費　　　　　　　　　　予算特別委員会会議録作成、県議会時報作成、図書購入費等　22,475千円
　　　　　　　
（２）事業計画　
　　ア　定例会（6月、9月、12月、2月）
　　イ　本会議速記・会議録作成業務
　　ウ　議員控室接遇業務・議事堂警備受付業務
　　エ　会議録検索システムの運用
　　オ　その他の議会運営

（３）事業効果
　　　県議会の円滑な運営を図る。

　(県10/10)

　普通交付税（包括算定経費）
　　４　議会費
　　　　議会、議会事務局の運営

　9,500千円×53.8人＝511,100千円

前年との
対比

― 議会事務局 B3 ―



総務課

ＩＴ・情報公開担当

6048

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B2
議会情報ネットワーク構築事業 議会費 議会費 事務局費 経常費

 宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 44,644 44,644 6,190

前年額 38,454 38,454

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成13年度～ 根 拠
法 令

　ＩＴを活用し、議会における情報収集、情報共有等の
機能を向上させることにより、議会活動サポートの充実
を図る
（１）議会ＬＡＮ・シンクライアントシステムの運用　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　44,203千円
（２）インターネット接続費        　　　  441千円

（１）目的
      ＩＴを活用し、議会における情報収集、情報共有等の機能を向上させることにより、議会活動のサポート
　　の充実を図る。
（２）必要性
　　　電子県庁（電子政府、電子自治体）の整備や社会全般のＩＴ化が急速に進む中、議会においてもより効率的
　　かつ効果的な情報の受発信や情報共有等を行っていく必要がある。
（３）効果
　　　情報の受発信や情報共有の機能を高めることにより、県民の代表機関である議会の政策形成能力の向上に
　　資することができる。
（４）事業計画（目標、達成水準、今後の計画等）
　　　平成13年度まで　各会派控室等にＬＡＮ配線整備、各控室1～3台のパソコン配備
　　　平成14年度　　　維持管理
　　　平成15年度　　　１人１台パソコン配備、情報共有機能・リモートアクセス機能等の整備
　　　平成16年度～　　維持管理（機器賃借、運用管理、議員ＩＴ研修、ヘルプデスク等）
　　　平成19年度　　　パソコン・サーバ機器等の更新、維持管理
　　　平成20年度～　　維持管理
　　　平成23年度　　　パソコン・サーバ機器等の更新、無線ＬＡＮ配線整備、維持管理（研修は廃止）
　　　平成24年度　　　プリンタの更新、維持管理
　　　平成25年度～　　維持管理　　
　　　平成27年度　　　パソコン・サーバ機器等の更新（タブレット端末96台、ノートＰＣ40台）
　　　平成28年度　　　維持管理
　　　平成29年度　　　プリンタの更新、維持管理
　　　平成30年度　　　維持管理
　　　令和元年度　　　パソコン・サーバ機器等の更新（セキュリティ強化）
　　　令和 2年度　　　ネットワーク拡張、維持管理

（県10/10）

　普通交付税（包括算定経費）
　　４　議会費
　　　　議会、議会事務局の運営

　9,500千円×1.2人＝11,400千円

前年との
対比

― 議会事務局 B2 ―



総務課

経理担当

6217

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B
会計年度任用職員費用弁償分 議会費 議会費 事務局費 経常費

 宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

 

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 591 591 591

前年額 0 0

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

根 拠
法 令

　議会事務局の会計年度任用職員の費用弁償
　591千円

（１）事業内容
　議会事務局の会計年度任用職員に費用弁償を支給する。

（２）事業計画
　ア　計上人数　３人

（県10/10）

前年との
対比

― 議会事務局 B ―



総務課

経理担当

6217

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B3
事務局経費 議会費 議会費 事務局費 事務協議会等負担金

なし 宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 141 141 △21

前年額 162 162

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

根 拠
法 令

　地方自治法に基づき設置されている県議会事務局の議
会活動補助に必要な経常経費。

　事務協議会等負担金　141千円

（１）事業内容
　　　事務協議会等負担金　　負担金、参加費　　　141千円

（２）事業計画
　　　13都道府県議会事務協議会、専門図書館協議会関東地区協議会等への負担金等
　　
（３）事業効果
　　　県議会の円滑な運営を図る。

　(県10/10)

　普通交付税（包括算定経費）
　　４　議会費
　　　　議会、議会事務局の運営

　9,500千円×0.1人＝950千円

前年との
対比

― 議会事務局 B3 ―



議事課

委員会事務総括担当

6236

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B4
委員会視察費 議会費 議会費 議会費 議員費

なし 宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 23,339 23,339 0

前年額 23,339 23,339

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

根 拠
法 令

　委員会の審査機能を高め、県政の進展を図るためには
、県内における施策の実施状況や県外における先進
事例などについて視察を行い、現状を把握するととも
に新たな視点を持つことが必要である。
　そこで、議会運営委員会、各常任委員会及び各特別
委員会が所管事務の調査のため、県内における諸事業
の実施状況や県外における先進事例などについて視察
を行う。

（１）県内視察旅費　 1,061千円
（２）県外視察旅費　22,278千円

（１）事業内容
　　ア　県内視察旅費　交通費、日当　　　　　　　1,061千円　
　　イ　県外視察旅費　交通費、宿泊費、日当等　 22,278千円　

（２）事業計画
　　　原則として以下の内容で実施する。ただし、必要がある場合は、随時追加して実施する。
　　ア　議会運営委員会　（県外視察）2泊3日1回、1泊2日1回　合計2回
　　イ　常任委員会　　　（県外視察）2泊3日1回、1泊2日1回　（県内視察）日帰り1回　合計3回
　　ウ　特別委員会　　　（県外視察）2泊3日1回　（県内視察）日帰り1回　合計2回
　　エ　決算特別委員会　（県内視察）日帰り2回　合計2回

（３）事業効果
　　　委員会審査機能の更なる向上につながり、県政への監視機能や政策提言機能をより高めることができる。

（県10/10）

　普通交付税（包括算定経費）
　　４　議会費
　　　　議会、議会事務局の運営

　9,500千円×1.2人＝11,400千円

前年との
対比

― 議会事務局 B4 ―



議事課

委員会事務総括担当

6236

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B4
委員会視察費 議会費 議会費 事務局費 経常費

なし 宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 9,812 9,812 △1,056

前年額 10,868 10,868

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

根 拠
法 令

　委員会の審査機能を高め、県政の進展を図るために
は、県内における施策の実施状況や県外における先進
事例などについて視察を行い、現状を把握するととも
に新たな視点を持つことが必要である。
　そこで、議会運営委員会、各常任委員会及び各特別
委員会が所管事務の調査ため、県内における諸事業の
実施状況や県外における先進事例などについて視察を
行う。

　バス借上料　9,812千円

（１）事業内容　
　　　バス借上料　　9,812千円

（２）事業計画
　　　原則として以下の内容で実施する。ただし、必要がある場合は、随時追加して実施する。
　　ア　議会運営委員会　（県外視察）2泊3日1回、1泊2日1回　　合計2回
　　イ　常任委員会　　　（県外視察）2泊3日1回、1泊2日1回　（県内視察）日帰り1回　　合計3回
　　ウ　特別委員会　　　（県外視察）2泊3日1回　（県内視察）日帰り1回　　合計2回
　　エ　決算特別委員会　（県内視察）日帰り2回　　合計2回　　　
　　
（３）事業効果
　　　委員会審査機能の更なる向上につながり、県政への監視機能や政策提言機能をより高めることができる。

（県10/10）

　普通交付税（包括算定経費）
　　４　議会費
　　　　議会、議会事務局の運営

　9,500千円×0.4人＝3,800千円

前年との
対比

― 議会事務局 B4 ―



政策調査課

広報担当

6257

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B1
県議会情報提供事業 議会費 議会費 事務局費 議会広報費

なし 宣言項目   

分野施策   

１　事業概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源

決定額 210,602 210,602 508

前年額 210,094 210,094

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

昭和54年度～ 根 拠
法 令

　県民が県議会への関心を持ち、議会活動への理解が深
まるよう、各種広報媒体を積極的かつ効果的に活用し、
各定例会での審査内容等を広く周知する。
（１）視力障害者向け広報　　　　 　2,109千円
（２）印刷物による広報　　　    　81,354千円
（３）テレビ、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる広報　127,139千円

（１）事業内容　
　　ア　視力障害者向け広報　　　　広報紙「埼玉県議会だより」点字版400部、デイジー版120枚　   2,109千円
　　イ　印刷物による広報　　　　　広報紙「埼玉県議会だより」年４回発行、新聞広報年４回　　　81,354千円
　　ウ　テレビ、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄによる広報 テレビ番組制作（新春番組含む）年１５回・放送年１５回　 　127,139千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　各定例会（本会議、予算特別委員会）の生・録画放送　　　　 
　                              　ホームページ及びメルマガによる情報発信　随時　　　　　　　 

　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（２）事業計画
　　　議会機能を強化していくためには、政策立案機能の充実はもとより、県民と県議会の関係強化が欠かせない。
　　このため、次の事業を実施する。
　　ア　効果的な広報媒体により、広く県民に議会活動を公正かつ迅速に広報する。
　　イ　県民参加の事業により、県民の地域課題に対する問題意識、参加意識等を喚起する。　
　　
（３）事業効果
　　　各種広報媒体を活用することにより、次の効果を生み出す。
　　　ホームページ総アクセス件数　
　　　　平成28年度　944,322件、平成29年度　961,110件、平成30年度　1,098,875件
　　　本会議傍聴者数　
　　　　平成28年度　4,096人、平成29年度　2,992人、平成30年度　3,206人
　
（４）県民・民間活力、職員のマンパワーの活用、他団体との連携状況
　　　県民参加型広報（広報紙「埼玉県議会だより」の題字、学生の傍聴インタビュー記事、フォトコンテストの実施
　　　　　　　　　　　及び入賞作品の広報活用など）

（県10/10)

　普通交付税（包括算定経費）
　　４　議会費
　　　　議会、議会事務局の運営

　9,500千円×5.0人＝47,500千円

前年との
対比

― 議会事務局 B1 ―



図書室

 

6264

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B5
埼玉県議会史編さん事業 議会費 議会費 事務局費 経常費

　なし 宣言項目   

分野施策   

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
諸 収 入

決定額 2,632 2,632 △5,695

前年額 8,327 878 7,449

令和 2年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

平成28年度～ 根 拠
法 令令和 6年度

　「埼玉県議会史編さん委員会規約」に規定する編さん
委員会（委員長：議長）の下、埼玉県議会史第１８巻・
第１９巻・第２０巻を編さん・刊行する。

（１）議会史編さん指導・監修等経費　　2,622千円
（２）議会史編さん調査・資料収集経費　   10千円
　
　　

（１）事業内容
　　ア　議会史編さん指導・監修等経費　　　編さんに係る指導者・執筆者に対する経費　　　  2,622千円　
　　イ　議会史編さん調査・資料収集経費　　編さん業務に係る調査・資料収集に対する経費　　　 10千円

（２）事業計画
　　ア　事業期間
　　　　平成28年度から令和６年度

　　イ　年度別事業
　　　　9か年で3巻を刊行

　　　　各巻1年目（平成28年度・平成31年度・令和４年度）　構成・執筆項目の検討、資料の収集・分析
　　　　　　2年目（平成29年度・令和２年度・令和５年度）　項目ごとの執筆、監修、議員経歴照会
　　　　　　3年目（平成30年度・令和３年度・令和６年度）　2年目と同様、印刷原稿取りまとめ、印刷、校正、発行

　　ウ　収集対象期間
　　　　議員任期1期（4年）を1巻分

　　　　第18巻　　平成 3年4月から平成 7年4月まで
　　　　第19巻　　平成 7年4月から平成11年4月まで
　　　　第20巻　　平成11年4月から平成15年4月まで

（３）事業効果

　　　県議会が県政運営に果たした活動が記録・保存されるとともに、県政発展の指針となる。

　（県　10/10）

　普通交付税（包括算定経費）
　　４　議会費
　　　　議会、議会事務局の運営

　9,500千円×0.3人＝2,850千円

前年との
対比

― 議会事務局 B5 ―
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